
                     

規制の事後評価書 

 

法 令 の 名 称：「原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び 

原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律案 

規 制 の 名 称：原子力利用における安全対策強化のための原子力事業者に対する 

検査制度の見直し及び放射性同位元素の防護措置の義務化等     

規制導入時の区分：□新設 ☑拡充 □緩和 □廃止          

  担 当 部 局：原子力規制委員会原子力規制庁原子力規制部 

① 原子力規制企画課、実用炉審査部門、研究炉等審査部門、核燃料施設審査部門 

② 研究炉等審査部門      

③ 研究炉等審査部門      

  評 価 実 施 時 期： 令和６年８月        

 

 

１ 事後評価結果の概要 

 

＜規制の内容＞ 

○改正法第２条関係（平成 30年 10 月施行） 

①廃止措置実施方針の作成等の義務化 

原子力施設の高経年化が進み、今後、多くの施設の廃止措置が行われることが想定される中で、施設の稼

働停止から廃止措置段階へのより円滑な移行に資するため、発電用原子炉設置者等に対し、廃止措置計画の

認可よりも早い段階から、原子力施設の解体その他の事業等の廃止に伴う措置を実施するための方針（廃止

措置実施方針）を作成させることを義務付け、これを公表しなければならないこととした。 

 

②廃棄物埋設事業に関する規制の強化 

第一種廃棄物埋設事業者が、第一種廃棄物埋設の方法によって第二種廃棄物を処分することを妨げないこ

ととするため、第一種廃棄物埋設事業者は、第二種廃棄物埋設の事業の許可を受けないで、第一種廃棄物埋

設施設において第二種廃棄物埋設を行うことができることとした。 

また、廃棄物埋設事業者は、第一種廃棄物埋設又は基準を超える第二種廃棄物に係る第二種廃棄物埋設の

事業のための坑道を閉鎖しようとするときは、当該坑道についての坑道の埋戻しその他の措置に関する計画

を定め、原子力規制委員会の認可を受けなければならないこととした。 

 

③指定廃棄物埋設区域に関する規制の追加 

中深度処分の規制期間中及び規制期間終了後において、廃棄物埋設施設の敷地及びその周辺の区域並びに

これらの地下について一定の範囲を定めた立体的な区域（指定廃棄物埋設区域）に対する廃棄物埋設に係る

記録を原子力規制委員会が永久に保存するよう、以下の規定を追加した。 

・原子力規制委員会は、指定廃棄物埋設区域を指定するものとすることとした。 

・廃棄物埋設事業者は、その事業を廃止したときは、指定廃棄物埋設区域に関する事項を原子力規制委員会

に提出するとともに、原子力規制委員会は、これを永久に保存しなければならないものとすること。 

・指定廃棄物埋設区域内においては、原子力規制委員会の許可を受けなければ、土地を掘削してはならない

ものとすること。 



・原子力規制委員会は、必要があると認めるときは、規定に違反した者に対し、その行為の中止及び原状回

復を命ずることができるものとすること。 

 

＜今後の対応＞ 

☑そのまま継続 □拡充して継続 □緩和して継続 □廃止 

 

＜課題の解消・予防の概況＞ 

☑おおむね想定どおり 

□想定を下回るが、対応の変更は不要 

□想定を下回り、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜遵守費用の概況（新設・拡充のみ）＞ 

☑おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜行政費用の概況＞ 

☑おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担の概況（緩和・廃止のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

  



２ 事前評価時の予測との比較 

 

＜効果（課題の解消・予防）＞ 

① 廃止措置実施方針の作成等の義務化 

・ 関連規則にて、発電用原子炉設置者等は少なくとも５年ごとに廃止措置実施方針の見直しを行い、必要が

あると認めるときはこれを変更しなければならないこと、及び発電用原子炉設置者等による廃止措置実施方

針の公表はインターネットの利用により行うことを求めている。これに基づき、廃止措置実施方針の作成及

び公表が必要となる全ての発電用原子炉設置者等において、当該方針が作成及び公表されている。 

・ 国民への情報提供の一層の向上を図るため、原子力規制委員会のホームページにおいて発電用原子炉設置

者等による廃止措置実施方針の公表状況に関する情報を平成 30 年 12 月から掲載している。 

 

 
算出方法と数値 

① 廃止措置実施方

針の作成及び公

表数 

事前評価時 累計公表数 ０件 

事後評価時 

累計公表数   

・ 実用発電用原子炉：５６者 

・ 研究開発段階発電用原子炉：２者 

・ 試験研究用原子炉：２２者 

・ 加工事業者及び再処理事業者：９者 

注）当該公表数は、規制導入後対象となる全ての設置者又は事業者において実施されている。 

 

② 廃棄物埋設事業に関する規制の強化 

本規制の対策前後において、下記のとおりの申請状況であるため、効果は確認できない。 

・第一種廃棄物埋設事業許可申請件数：０件  

・坑道の埋戻しその他の措置に関する計画の認可申請件数：０件 

 

③ 指定廃棄物埋設区域に関する規制の追加 

本規制の対策前後において、下記のとおりの状況であるため、効果は確認できない。 

・指定廃棄物埋設区域指定件数：０件 

・廃棄物埋設事業者廃止件数：０件 

 

＜負担＞ 

■遵守費用（新設・拡充のみ） 

①廃止措置実施方針の作成等の義務化 

下表のとおり、廃止措置実施方針を作成するために、各事業者において費用が発生していると考え

る。 

 

 
算出方法と数値 

① 廃止措置実施方

針の作成及び公

表数 

事前評価時 累計公表数 ０件 

事後評価時 

累計公表数 （）内は１者あたりの廃止措置実施方針のページ数   

・ 実用発電用原子炉：５６者（５９ページ） 

・ 研究開発段階発電用原子炉：２者（１８４ページ） 

・ 試験研究用原子炉：２２者（３３ページ） 

・ 加工事業者及び再処理事業者：９者（４３ページ） 

注）当該公表数は、規制導入後対象となる全ての設置者又は事業者において実施されている。 

 

 



②廃棄物埋設事業に関する規制の強化 

現時点では、第一種廃棄物埋設事業又は中深度処分に係る第二種廃棄物埋設事業を行う者が存在せず、

第一種廃棄物埋設事業許可に係る申請及び坑道の埋め戻しその他の措置に関する計画の認可の申請はない

ため、予見できない。 

なお、申請に必要な手数料については、対策前後で納付すべき金額を変更していないものの、中深度処

分に係る第二種廃棄物埋設施設を坑道閉鎖に伴う措置を対象に拡充しており、当該措置に係る費用が発生

するため、事前評価時点から変更していない。 

 

③指定廃棄物埋設区域に関する規制の追加 

本規制は、現時点において、第一種廃棄物埋設事業又は中深度処分に係る第二種廃棄物埋設事業を行う

者が存在しておらず、指定廃棄物埋設区域の指定が必要ないことから下記のとおりの状況であり、当該規

制に伴う事業者及び遵守費用ついては、予見できない。 

・指定廃棄物埋設区域指定件数：０件 

・廃棄物埋設事業者廃止件数：０件 

 

■行政費用 

①廃止措置実施方針の作成等の義務化 

 発電用原子炉設置者等が、廃止措置実施方針を作成し、公表することを義務づけているものである。この

ため、国民への情報提供の一層の向上を図るため、原子力規制委員会のホームページにおいて本方針を公表

しているが、特定の行政費用は生じていない。 

 

 
算出方法と数値 

① 廃止措置実施方

針の作成及び公

表数 

事前評価時 累計公表数 ０件 

事後評価時 

累計公表数   

・ 実用発電用原子炉：５６者 

・ 研究開発段階発電用原子炉：２者 

・ 試験研究用原子炉：２２者 

・ 加工事業者及び再処理事業者：９者 

注）当該公表数は、規制導入後対象となる全ての設置者又は事業者において実施されている。 

 

②廃棄物埋設事業に関する規制の強化 

現時点では、第一種廃棄物埋設事業又は中深度処分に係る第二種廃棄物埋設事業を行う者が存在せず、

第一種廃棄物埋設事業許可に係る申請及び坑道の埋め戻しその他の措置に関する計画の認可の申請はない

ため、行政費用は発生していない。 

なお、申請に必要な手数料については、対策前後で納付すべき金額を変更しておらず、従来の規制制度

から要求している廃棄物埋設施設の許認可として実施できるため、事前評価時点から変更していない。 

 

③指定廃棄物埋設区域に関する規制の追加 

現時点では、第一種廃棄物埋設事業又は中深度処分に係る第二種廃棄物埋設事業を行う者が存在せず、

当該事業に係る申請がないため、事業評価前後における行政費用の効果を比較することは困難である。 

 

■規制緩和・廃止により顕在化する負担（緩和・廃止のみ） 

 

■その他の負担 



 

 

３ 考察 

①廃止措置実施方針の作成等の義務化 

対象となる全ての事業者等において所要の対応がなされており、本制度は適切に運用されている。廃止措置

への円滑な移行のため、引き続き、本制度を継続する必要がある。 

②廃棄物埋設事業に関する規制の強化 

現時点で第一種廃棄物埋設事業又は中深度処分に係る第二種廃棄物埋設事業を行う者が存在しておらず

効果の確認等はできないが、本制度は、今後想定される廃棄物埋設事業に関する規制を整備したものである

ことから継続する必要がある。 

③指定廃棄物埋設区域に関する規制の追加 

現時点で第一種廃棄物埋設事業又は中深度処分に係る第二種廃棄物埋設事業を行う者が存在しておらず効

果の確認等はできないが、本制度は、指定廃棄物埋設区域内の土地の掘削に係る制限を追加したものである

ことから継続する必要がある。 

 



                       

規制の事後評価書 

 

法 令 の 名 称：原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び 

原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う 

関係政令の整備等に関する政令 

規 制 の 名 称：防護措置に関する廃棄物埋設施設の深度の基準の見直し   

規制導入時の区分：□新設 ☑拡充 □緩和 □廃止          

  担 当 部 局 ：原子力規制委員会原子力規制庁長官官房 

放射線防護グループ核セキュリティ部門  

  評 価 実 施 時 期：令和６年８月               

 

 

１ 事後評価結果の概要 

 

＜規制の内容＞ 

・本規制は、放射性廃棄物に含まれる特定核燃料物質を盗取や妨害破壊行為から防護するために適切な核物質

防護措置を講ずることを目的とし、最新のトンネル施工の深度等、地下の利用状況を踏まえて、すべての坑

道について埋戻し及び坑口の閉塞を行った場合に防護措置が不要となる廃棄物埋設の深度の基準を、地表か

ら深さ「50 メートル以上」から「70 メートル以上」に改めたものである。 

 

＜今後の対応＞ 

☑そのまま継続 □拡充して継続 □緩和して継続 □廃止 

 

＜課題の解消・予防の概況＞ 

☑おおむね想定どおり 

□想定を下回るが、対応の変更は不要 

□想定を下回り、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜遵守費用の概況（新設・拡充のみ）＞ 

☑おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜行政費用の概況＞ 

☑おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 



＜規制緩和・廃止により顕在化する負担の概況（緩和・廃止のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

※ 新設・拡充のみの場合は本欄は記載不要 



２ 事前評価時の予測との比較 

 

＜効果（課題の解消・予防）＞ 

・改正前の時点で、規制の対象となる５０ｍ以深に対象施設を設置した事業者が存在せず、かつ平成３０年に

７０ｍに改正した後も、現時点までに設置した又は設置中の事業者が存在しなかった。 

 

＜負担＞ 

■遵守費用（新設・拡充のみ） 

・現時点で、規制の対象となる事業者は存在しないことから、検証はできないが、地表から深さ 50メートル

以上かつ 70 メートル未満の地下に設置される廃棄物埋設施設は埋戻し及び坑口の閉塞後において追加の

防護措置が必要となるため、本規制の拡充に伴う将来的な事業者の遵守費用増は否定できない。 

 

 

■行政費用 

・今後新たに対象施設が設置された場合には、防護措置に関する検査等の行政費用が発生するものと考えら

れるが、これは改正前の５０ｍ以深であったとしても同様に発生するものであり、当規制の拡充に伴う追加

の検査等は発生しないため、新たに行政費用は発生しない。 

なお、検査に必要な行政費用は手数料に勘案されている。 

 

■その他の負担 

  ・ 

 

 

３ 考察 

 

・ 現時点で規制の対象となる事業者が存在しないが、放射性廃棄物に含まれる特定核燃料物質を盗取や妨害

破壊行為から防護するために適切な核物質防護措置を講ずることを目的としていることから本制度は継続

する必要がある。 



                                               

規制の事後評価書 
 

法 令 の 名 称：成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の 

整備に関する法律案（放射性同位元素等の規制に関する法律部分） 

 

規 制 の 名 称：                         

規制導入時の区分：□新設 □拡充 ☑緩和 □廃止          

  担 当 部 局 ：原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課法令審査室   

  評 価 実 施 時 期：令和６年８月                  

 

１ 事後評価結果の概要 

＜規制の内容＞ 

・放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 167 号。以下「RI 法」という。）に基づ

く放射性同位元素の使用の許可等は、作業従事者及び事務所外の一般公衆の放射線障害を防止し、

公共の安全を確保するという目的の下に設けられているもの。現在、放射性同位元素の使用の許

可等の欠格条項として、いくつかの要件を設けているが、そのうちの一つとして、放射性同位元素

の使用等は、危険な作業として、公共の安全に密接な関係を有するものであるという理由により、

従前、成年被後見人を欠格事由としてきたものである。 

・一方、このような成年被後見人等の権利に係る制限が設けられている制度（いわゆる欠格条項）が

数多く存在していることが、成年後見制度の利用を躊躇させる要因の一つになっていると指摘さ

れていた。 

・このため、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）に基づく成年被後

見人等に係る欠格事由の見直しにより、改正前の RI 法（以下「放射線障害防止法」という。）にお

いては、放射性同位元素の使用の許可等について、「申請者（法人にあっては、その業務を行う役

員）が成年被後見人に該当する場合は許可等を与えない」旨の欠格条項（放射線障害防止法第５条

第１項）が存在していた一方で、「心身の障害により放射線障害の防止のために必要な措置を適切

に講ずることができない者として原子力規制委員会規則で定めるもの（法人にあっては、その業

務を行う役員のうちに当該者があるもの）には使用の許可又は廃棄の業の許可を与えないことが

できる」（放射線障害防止法第５条第２項）という個別審査規定があったことから、放射線障害防

止法第５条第１項に規定する「成年被後見人」の欠格条項を単に削除することにより、成年被後見

人の権利に係る制限を緩和した。 

 

＜今後の対応＞ 

☑そのまま継続 □拡充して継続 □緩和して継続 □廃止 

 

＜課題の解消・予防の概況＞ 

☑おおむね想定どおり 

□想定を下回るが、対応の変更は不要 

□想定を下回り、対応の変更が必要 

 

＜遵守費用の概況（新設・拡充のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 
 

＜行政費用の概況＞ 

☑おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 



 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担の概況（緩和・廃止のみ）＞ 

☑おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 
 

 

２ 事前評価時の予測との比較 

 

＜効果（課題の解消・予防）＞ 

・成年被後見人（R５年度：約 17 万人）に係る欠格条項が削除されたことに伴い、成年被後見人と

いう理由のみで一律に排除されることがなくなり、成年被後見人の人権の尊重、成年被後見人で

あることを理由とした不当な差別の解消及び成年後見制度の利用促進が図られていると考える。 

 なお、R５年度における成年被後見人に係る欠格条項の対象であった放射性同位元素の使用等の

許可に係る申請件数は 19件であるところ、このうち成年被後見人からの数は把握していない。 

＜負担＞ 

■行政費用 

・本対策に伴う行政費用は特段発生していない。 

許認可等の申請処理時には、個別審査規定により放射性同位元素の使用等の業に必要な能力の

有無を判断するため、成年被後見人に係る欠格事由が削除されたことに伴って、特段の費用等が

発生することはなかった。 
 

■規制緩和・廃止により顕在化する負担（緩和・廃止のみ） 

 ・顕在化する負担はない。 
 

■その他の負担 

 ・特段遵守費用及び行政費用が特段発生していない。 

 

３ 考察 

・ 放射性同位元素の使用の許可等の申請にあたり、成年被後見人という理由のみで一律で排除さ

れることがなくなり、成年後見制度の利用促進が図られることから本制度は継続する必要がある 

 

 
 
 


